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「自律性の高い学校」における

学校文化の形成とその戦略

的　留　武　昭
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日本への示唆

は　じ　め　に

　1980年代から今日までの教育改革・政策レベ

ルでの日・米の学校改善（School　lmprovement）

の動向を通観してみて，そのちがいがはっきり

している点は，学校に対する規制の緩和
（delegulation／discretion）の実施の範囲と程

度である。すなわち，日本では一連の答申に典

型的にあらわれていたように個性尊重を教育理

念とした学校の活性化が地教委レベルの見直し

とともに盛り込まれていたのではある。しかし，

その内実となると少なくとも対学校経営との関

係でみる限り，校長の指導体制の確立と同一校

在職年限の延長，それに教育長の任命承認制度

などがとりあげられてはいるが，各学校の活性

化につながる学校の自律性（autonOlny）を視

野においての教委と学校，あるいは住民（親）

と学校との権限関係のあり方についてはまった

くふれられていない。厳に今日までも，教委（文

部省含めた教育行政）による各種の規制緩和に

は見るべきものはないといってよい。

　これに対してアメリカの場合は，1980年代前

半の『危機に立つ国家』に典型的な州規制の強

化による第一の教育改革から，早くも1980年代

半ば以降はその効果が薄いと判断され，今日ま

で規制の裁量の拡大を各学校に認めた上での第

二の教育改革の時代にある（1）。そのアメリカで，

第二の教育改革における学校改善の戦略とし

て，今日までに各地方で活性化してきているの

が規制の裁量を前提とした「各学校に基礎をお

いた経営」（School－Based　Management以下S

BMと略）である。ここで，「学校に基盤をお

いた」というのは，これまでのアメリカの伝統

的な教育経営の様式が中央オフィス（各地方学

区）からの規制の強いトップダウン方式であっ

たものを「各学校」からのニーズを充足すべく

ボトムアップ方式との双方向性による経営方式

への転換を求めたことを意味する。

　この転換によって，SBMは規制「強化」に

よる他律性経営から，規制の「裁量」による自

律牲経営を意図することになるわけである。こ

の点で主題にみる「自律性の高い学校」の経営

とは，原語の「学校に基盤をおいた経営」（S
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BM）と同義である（2）。本論は規制緩和による

SBM方式を戦略としてとるアメリカの学校に

おける学校文化（School　Culture）は，どのよ

うな意義や特色をもったものとして表出，形成

されるものなのか，また，SBMにおける学校

文化形成の際に機能する校長のリーダーシップ

行動のスタイル（様式）とはどのような特性を

もっているものかを記述することによって，わ

が国における校長の文化的リーダーシップ形成

に必要な経営的条件を考察しようとするもので

ある。

1節　学校文化にインパク・トを与える

　　　教育環境要因の変化

　アメリカのトップダウン型の伝統的な学校経

営に対して，規制緩和によるSBMの戦略方式

をとらせるべく方向づけを行わさせることにな

った社会的，政治的なよりマクロな環境の変化

の様相をはじめにまず本節でとり上げる。この

場合，SBMの戦略方式は単なる経営技術では

なく，それを規定している学校文化へのインパ

クトをもまた合わせてここで考察しておく必要

がある。そこでまず，SBMとは何か，また学

校文化とは何かを上の二点を考察していくに先

立って明確にしておく。SBMとは今日なお，

その多義性が問題とされてはいるが，一応，以

下のように定義づけられよう。すなわち，SB

Mとは「各学校がわが校のパフォーマンスを向

上させるために地方学区（教育委員会）からの

権限委譲に基づいた分権化によって管理者，教

師，親をはじめとしたコミュニティー・メン

バーや，時には生徒が一定の条件下で当該校で

の教育計画に参加し，管理する権限と責任とを

与えられた組織モデルのひとつである（3＞。」

　SBMとは改めて後述するが，単位学校が教

育の効果（パフォーマンス，アメリカ教育改革

では一貫して学力がパフォーマンスの申心的

キー）をあげるという目標のために，その戦略

として上記のように行政からの規制緩和による

権限委譲と，今ひとつは，複数の関係者
（stakeholder）から成る新たに組織化したコミ

ュニティー（主として学校委員会School

Committee）メンバーによる経営参加とをその

キー（鍵）概念としたところの新しい経営様式

である。このような新しい属性（特性）をもっ

た経営様式がどのような学校文化を生み出し，

所与のパフォーマンスをあげるものかを本主題

とかかわって考察していくが，この点に関して

は改めて2節以下でとり上げる。

　次に，学校文化とはSBM校に限らず，いず

れの学校においても「経営を支えるべく当該校

としての固有の規範（信念）や価値：・伝統（目

に見えるものと見えにくいものとがあるが）と

して関係者に共有化されている“基本的な認識

枠”（平易には考え方，見方）」といってもよい。

たとえば，「校長は父親（オヤジ）であり」「教

頭は母親（オフクn）である」と教職員・生徒

から共有化されている擬制家族主義的な基本的

認識が学校構成員のなかに一つの伝統（価値）

としてあるといったようなケースがあげられ

る。このような学校経営を規定している学校文

化は一般に組織風土（organizational　climate）

ともいわれているが，こうした文化は学校の内

に無数にあって，教職員の仕事に対するモラー

ルや仕事の効果さえをも方向づける。健全にし

て積極的な学校文化が今日，期待されているの

はアメリカのSBM校に限られたことではな

い。日本の学校を含めて多くの学校がそうした

文化を形成したいと希求しているところでもあ

る（いじめや不登校のない健全な学校文化の形

成はわが国における今日的教育課題でもある）。

学校文化には上記のような組織文化をはじめ，

教員文化，生徒文化そして制度化された教育課

程文化などがあるが，本稿で対象としている学

校文化は組織の構成員の現実の学校組織を動か

すことによって，学校を改善の方向にも，また

逆の方向にももっていく主として組織文化に関

わっている。

　なお，またここで学校組織といった場合，わ

が国では単位学校を示唆するわけであるが，ア

メリカの場合は，特にそれもSBM校の場合，

新たに組織化される学区レベルでの複数の関係

者（たとえば教育会，住民など）などの単位学

校経営への参加が通常多くの学校委員会などに
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みられるので，学区の文化（school　district

culture）までをも含めた広義においてこれを解

釈するものとして特に本節ではとらえたい。従

って，以下に述べる学校文化に対する教育環境

のインパクトといっても，そこで言う学校文化

は「学区の文化」と相対的な概念であることを

ここであえて指摘しておきたい。

　さて，以上のような前提のもとに，では，ア

メリカの学校文化や学区の文化にインパクトを

与える教育環境とは何か，カウフマン，R

（Kaufman，　R）らは今日のアメリカ教育環境

を分析するにあたり，それが世界的な政治的，

経済的，社会的な動向と深く関わって学区の役

割，仕事，使命やビジョンに様々なインパクト

を与えるものであることを指摘した（4）。同様に，

セルトン，S（Certon，　S）らも以下のような

教育環境が学校や学区の文化にインパクトを与

えるものと指摘した。

　（1）雇用の機会はオートメのため全体として

減るが知識関連の労働市場では増加しつづける

ことからくる学区，学校の文化に対するインパ

クト（2）成人数は増えてもK－12の子ども数は

減少していることにより，学区財政の維持の困

難性からのインパクトと連邦がその莫大な財政

赤字とのバランスをとらされることからくるイ

ンパクト（3）企業リーダーは日本やドイツに比

べて地方学区が質の高い卒業生を輩出していな

いことに対する反発を強め，学校のリストラや

学校選択の法制化を進めようとするが，一方，

州行政はこれを極力おさえようとすることから

くる学区や学校へのインパクト（4）教員団体が

教員採用，および学校の意思決定により大きな

発言権を得ることができるような権限委譲の制

度化（empowerment　legistlation）の動きが大

きくなる（5）より多くの女性が管理職の地位に

つくことにともなって経験豊かな年輩の男性管

理職による学校文化や学区文化への指導力のイ

ンパクトも大きくなる。（6）アジア系，　メキシ

コ系の移民の増大による異文化コミュニティー

が特にテキサス，フロリダ，カリフォルニアの

ような州に生まれ，新たな住民構成として学校

文化にインパクトを与える。（7）片親の子ども

の増加と共に核家族としての伝統的価値さえも

伝えにくくなる一方で，カギッ子プログラム
（latchkey）を学区では開発せざるを得なくなる（5）。

　以上のような社会的，経済的なインパクトに

対して，より教育の人口構成にインパクトを与

える統計的傾向を指摘する向きもある。たとえ

ば，1992年のBusiness　Week誌では，次の12

年間における学校文化へのインパクトを与える

新しい要因として（1）新住民の82％は女性とマ

イノリティーから構成される（2）都市の学校の

ドロップアウトは50％アップになる（3）17歳代

の80人のうちの1人が文盲となる（4）貧困の子

ども数は5人のうち1人となって増加する（5）

毎年10代少女の100万人が妊娠する（6）10代の50

％の未婚の母が最終的には福祉の対象となる（6）。

　さらに，全米学校管理者協会（AASA）と

全米教育委員会協議会（NSBA）とが，アメ

リカの学校とコミニュティーが子ども達に直面

している問題解決のために協働していくことの

必要性を打ち出すことになった共同調査で，ホ

ッドキンソン，H，　L，（Hodgkinson，　H，　L，）

は学校文化のインパクト要因として次のような

データを示している。すなわち，（1）毎年35万

人の子どもが妊娠中にコカインを使った母親か

ら生まれる。そうした子どもの多くの寿命は短

く，ドラッグ常用などの問題を引き起こす（2）

毎年4万人の子どもがアルコール性疾患のもと

で生まれ，その結果，多くの精神的遅滞，神経

過敏，言語間題を引き起こす（3）毎年26万人（同

世代6，7％）が正常値以下の体重で生まれ，

このうちの約2分の1の子どもが特別介助の教

育が必要となる（4）1987年以来，合衆国の子ど

もの約4分の1が貧困状況下に誕生している

（5）今日1500万人の子ども達が年収1万1千ド

ル以下の片親の母親から育てられている。（両

親がいる場合は3万4千ドル）（6）すでに1987

年の時点で子どもの虐待数220万件でこの数字

は10年前の3倍であった。12年後はさらに上昇

するものとみられる（7）少なくとも200万人の

学齢期の子ども達が放課後，親の管理下にはな

いカギッ子となっている（8）5万から20万人の

子ども達は住む家をもたない。1988年にすでに
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ホームレスの生活者の40％は子どもをもった家

族である。この傾向も12年後にはさらに上昇す

る。

　さて，こうしたインパクト要因のリストをあ

げればもはや際限がない。こうしたインパクト

要因自体の社会改革が実はまずもって学校文

化，学区文化に先立って必須となる。このよう

な今日の，又予測される教育環境を，積極的に

して健全な学校文化，学区文化を創造するため

に変えていくことと合わせて，こうした教育環

境にも対応することのできる学校文化を学校や

学区自らがっくり出していく戦略（strategies）

が今日必要となる（7）。

2節　学校文化の変革を引き起こす

　　　ための戦略

　そこで，では，このような教育環境からのイ

ンパクトをうける学校や学区の文化を変えるこ

とになる戦略とは何かが問われてくる。この点

に関しても一般論的には多くの戦略がこれまで

に提示されてはきたが，少なくとも「学校の自

律性を高める」SBM校の実践上の戦略とかか

わったものがここでの考察の対象となる。そこ

で以下に，SBMとの接点において，そうした

文化形成のための戦略を今日のアメリカ教育経

営改善の実践からあげてみると次の4つの基本

的な戦略技術（strategic　techniques）があげら

れる。

　その一は，定期的に学校文化や風土を診断・

評価することから，改善を志向する戦略である。

その二は学校や学区の組織・運営に影響を及ぼ

す意思決定の様式を改善するための権限委譲

（Empowerment）のあり方を改善していく戦略

である。その三は組織・運営に関わる外的，内

的な構成メンバー（stakeholders）の参加によ

って改善のためのサポート（支援）をかち得る

戦略であり，その四はそうした組織・運営の構

成員の力量を養成していく戦略である。

　これら4つはいずれもSBMと関わるが，特

にその二とその三の戦略は直接，自律性の高い

学校のもつべき積極的条件（要因）といえる。

そこで，本節では主としてこの2つの戦略にか

かわっての現状と課題とを整理するが，後二者

（その一，その四）についてはSBMとかかわ

る範囲で特にその一に関わってのみ戦略上の特

色を指摘するにとどめたい。

　（1）改善に連動する診断・評価基準の開発の

　　　視座

　まず，第一の学校文化の変革を生み出す戦略

を学校文化・風土の診断，評価として捉える視

座に関してであるが，ごく一般的にはこれは学

校の組織風土（organizational　climate）を変え

ることでもある。だがこの変革は，特に伝統的

に保守的な学校や学区の場合，時間的には長期

にわたり，しかもそれでいてなかなか困難なこ

ともすでに実証されている（8）。しかし，いずれ

にしても組織文化・風土を変える戦略の一つが

組織の体系的な診断・評価にあってそれによっ

て構成員が改善のニーズを認識することにつな

がるものと多くは検証されている（9）。しかもこ

の診断・評価にあたっては，組織構成員の最近

の多文化性ゆえに，学校内，外の多様な構成員

の参加が評価結果の相互の関係を埋めて合理的

な活動計画を策定するためにも重要な戦略だと

実証する研究も出されてきたqo）。

　組織文化・風土の評価基準の開発に関して

は，アメリカでは1970年代以降，学校評価

（School　Evaluation／Assessment）とかかわっ

てかなり多くの基準が主として研究団体等，

また州教育局などによっても開発されてきてい

る（11）。ここでは特に学区レベルにおける複数

の学校を対象にした学校の組織文化・風土の評

価基準の典型例を示しておく（12）。

　①学校施設は安全な場所で，しかもすぐれた

　　健康の基準に合致しているか

　②学校では生徒や教職員から高い学習成果

　　（アチーブメント）が強調されているか。

　③学校では，学習成果がたえず評価され，そ

　　の成果は期待された基準に合致していない

　　場合には必要な手段がとられているか。

　④学校は個人からの要請（インプット）が許

　　容されている場所か。

　⑤学校は，個人が通学するのが楽しみであり，

4
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　　関心のある場となっているか。

　⑥学校は個人が信頼される場となっている

　　か。

　⑦学校は生徒や教職員の行う活動に興味のあ

　　る場となっているか。

　⑧学校は個人が自分の努力を認められる場と

　　なっているか。

　⑨学校は現状の把握と期待される状況とに明

　　確なビジョンがみられる場となっている

　　か。

　⑩学校は教職員が自分にしてほしいと思って

　　いることを他者に対しても行っているか。

　⑪学校は相互に助け合いが容易な場となって

　　いるか。

　⑫上述の項目に加えて個々の学校に対応でき

　　るような文化・風土の評価項目があるか。

　ところで，今日のアメリカの大方の学校文化

（組織文化）の評価基準の開発において，おそ

らくその最大公約数な基準ともみられるものが

サピアJ．（Sapier　John）やカニングハムG．

（Cunninghum　G）らの研究にみられるもので

あろう。双方には共通性が多いが，いずれもが

学校改善を前提にした効果的な学校文化の構成

要因という視座からの実証研究にもとづいてそ

の要因が出されている点に特色がある。

　まず，サピアらは「協働の文化の中でこそよ

い種は育つ」の論文で，学校改善の成果を①教

師の指導技術の強化②カリキュラムの体系的革

新③組織の革新④学校というコミュニティーの

パートナーシップの確立という4要因において

捉え，これらを規定しているのが学校文化（組

織文化）であるとみている。こうした前提に立

ってサピアらは学校文化は結局，学校が当該校

としての明確なビジョンや目標をもっているこ

と，具体的ビジョン形成のコアとなるものに学

校経営への参加を意図した新しい学校コミュニ

ティーの形成や問題解決技術，効果的なコミュ

ニケーションなどを「戦術」として位置づけて

いる。サピアらにとってコアとなるビジョンと

は車の燃料であり，点火のための措置としての

エンジンが学校文化であるということになる。

従って，学校文化の診断，評価の基準はこのビ

ジョン形成のために必要な次の12の規範

（no㎜s）内容を中心に開発されるべきだという

ことになる（13）。12の規範とは①同僚性

（collegiality）②実験性（experimentation）③高

い期待（high　expectation）④信頼（trust　and

confidence）⑤明確なサポート（tangible

support）⑥専門的知識の基礎との関わり
（reaching　out　to　professional　knowledge　base）

⑦高い評価と認識（appredation　and　re◎ognition）

⑧気くばり，祝いとユーモア（caring，
celebration　and　humor）⑨意志決定への参加

（involvement．in　decision－making）⑩委任によ

る重要情報の確保（protection　of　what’s　important

through　empowerment）⑪伝統（tradition）⑫

率直なコミュニケーション（honest，　open

communication）である。一方，カニングハム，

Gらの実証研究でも改善のための10の文化要因

があげられ，それらの効果が検証されている。

すなわち，効果的文化とは，①垂直的スライス

のチーム構成（職種を越えたチーム結成the

VertiCal　SliCe）②ビジョン（ViSiOn）③同僚関

係（collegial　relationships）④信頼とサポート

（trust　and　support）⑤価値と関心（valuesand

interest）⑥質的な情報への接近（access　and

information）⑦幅広い参加（broad　participation）

⑧生涯にわたっての成長（lifelong　growth）⑨

個人への権限委任（individual　empowerment）

⑩維持的な革新（continuousand　sustained
innovation）などの要因であったとされる（14）。

　さて，上述の2つの研究の文化的要因のすべ

てを集約し引きしぼってみた場合，そこに浮か

び出てくる中心概念は積極的な“協働”

（Collaboration）性である。協働こそが積極的

にして健全な学校文化・風土を形成していくた

めの戦略的思惟であろう。そして，この協働の

内容を既述の自律性の高い学校（SBM校）の

2つの属性（参加と権限委譲）と関わらせてみ

た場合，前者の参加の要因としては上述のサピ

アの①同僚性④信頼⑨意志決定への参加⑩率直

なコミュニケーションが，カミングハムの場合

は①垂直なスライスのチーム構成③同僚関係④

信頼とサポート⑦幅広い参加がそれぞれ該当す
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る。また後者の権限委任に関してはサピアの⑩

委任による重要情報の確保とカミングハムの⑨

個人への権限委任がそれぞれに該当する。

　すなわち，学校文化の変革をSBMにおいて

引き起こすためには組織における協働をベース

にした体系的な戦略が必須である。文化・風土

の診断・評価の基準開発も協働に焦点をあてた

項目を作る必要があるということになる。

　（2）意思決定様式の改革と権限委譲

　学校文化の変革を引き起こすべく第二の戦略

は権限委譲（empowerment）である。これに

よって伝統的な意思決定様式をあらたに再編し

ていくことになるものと思料される。

　ここで権限委譲（委任）とは，意思決定をす

る権限を与えられていなかった個人ないしは組

織に対して，付加的（addi毛ionaD，かっ非伝統

的（nontraditional）な決定権を付与することで

あるが，その際，二つの重要な前提：条件が必要

となる。その一は委任と関わって，なされた決

定に対する責任（responsibiljty）もまた委任さ

れるということ，その二は委任の結果を効果

あるものとして確認するためには意思決定の質

の基準を確保すること（quality　assurance）が

必須であるとされる（15）。この点，権限委譲に

よって生まれる学校文化にはサピアやカニング

ハムの文化要因にみた信頼や同僚性，質的な情

報への接近，委任による重要情報の確保といっ

た要因のみではなく，意思決定の際に組織コミ

ュニティーの是認を得るべく戦略や戦術もまた

必要となってくる。この点に関しては，後に戦

略的リーダーシップの問題と関わって考察する。

　さて，では実際に自律性の高い学校にみられ

る権限委譲はどのような関係者間にどのような

職務（仕事）の範囲（領域）とかかわって実践

されているものなのか。実際には，まず権限委

譲の形態は意思決定のコンセンサス形成からア

ドバイスや形式的な同意を付加する範囲までと

多岐にわたっていて，どの決定者にどのような

形での委任を付与しているのかは各SBM方式
において必ずしも明確ではない（16）。たとえば，

フロリダ州Dade学区の場合，教師と管理者は

カリキュラムには関する決定を行っているが，

親とコミュニティーメンバv一一一はアドバイスのみ

に限定している（17＞。同じフロリダ州でも，モ

ンロー学区では教師に委譲される権限が明らか

でない職務（項目）に関しては校長に責任のあ

ることを明記している（18）。

　一般的に権限委譲の内容に関しては，クルー

ン，W，　H，（Clune，　W，　H）らは予算，人事，

カリキュラムの三領域のみのケース（カリキュ

ラムと人事はSanta　Fe学区，予算と人事はJ

efferson学区など），また，委任の内容と裁量

の程度（範囲）に関しては学区によってちがい

がかなり大きい。

　たとえば，先のウールステラーP，（W
ohlsteller，　P．）らは4つの学区を対象に分析

した結果を報告しているα9）。彼によると，予

算編成の決定の場合，Los　Angels学区では学

校予算全体の4分の1以下範囲で，教材や代用

教員の人件費充当が各学校に委譲されている

（20）。Dade学区では，　教職員の再編成や学級

規模の変更にまで学校に裁量権を付加してい

る。Detroits学区では全予算の80％を各学校が

在籍者数にもとづいて受けとり，その使途を自

由裁量にしている学区もある。また，人事決定

権に関しても，Chicago学区のように校長登用

や解雇権を学校委員会に付与しているケースも

ある。

　いずれにせよ，学校レベルの権限委譲行為に

よって，そこに（学校）どのような学校文化が

生まれてきているのか。この点は，一般論的に

は先に若干ふれたような要因（たとえば同僚性，

信頼性など）があげられるのであるが，SBM

にかかわってはどうか。その一は学区オフィス

からの伝統的なトップダウンのみでなく，権限

委譲はボトムアップ方式を意味していることと

関わって双方の情報の流れがより開かれたコミ

ュニケーションの場へと転換してきていること

が諸般のケースからはあげられる。これは情報

の双方向性文化とかフィードバック文化と呼称

されよう。第二に権限委譲により，委任された

学校側の責任制が強くなった点である。

　しかし，委譲は決して順機能の面のみではな
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い。それは権限委任の目的自体が構成員にとっ

てあまり共通理解されていないような場合に，

SBMは委任を含め組織改革自体が目的となっ

てしまう（21＞。こうした場合，SBMの教育の

パフォーマンスを向上させるというか捨象させ

られるという目的と手段の置換というネガティ

ブな文化を生み出すケースにもなりかねないで

あろう。また，権限委譲ということで権力の移

動に重点がかかりすぎて，その後の情報の相互

交流や情報の共有化に欠けるといった逆機能も

みられるなど閉ざされた消極的な文化に学区オ

フィスと学校間が至るというケースもある（22）。

このような問題の解決には後述（第3節）のよ

うな学校指導者（校長）のリーダーシップスタ

イルのあり方に関わっている点も見逃すわけに

はいかない。

　（3）参加的コミュニティーの形成

　さて，学校文化の変革を生み出す第三の戦略

は学校内・外の関係者（stakeholders）による

経営参加のための新たなコミュニティーを編成

することにある。自律性の高い学校（SBM）

における多様な学校委員会（School　Committee

／School　Councilなど）の形成もまたそれに

該当する。SBMにもっとも典型的にあらわれ

る組織化の戦略といってもよい。これは，学区

オフィスからの権限委譲を前提条件にして，学

区行政，住民，校長，教職員，親，生徒その他，

企業の代表者等から成るボトムアップ方式によ

る従来の組織とは異なった，新しいコミュニテ

ィーを形成し，そこにおいて新たな意思決定を

行うことが特色となっている。この種の新しい

コミュニティーを組織化することによって，構

成員は，積極的な参加者としてそれぞれにO

wnershipを実感して」既述のSBMにおける学

校文化の特色でもある協働文化を具現化するこ

とになることがかなりの程度において実証され

てもいる。

　ところで，こうした参加的コミュニティーの

構成員もSBMの場合，また多様である。たと

えば，Dade学区のように，学区の教師代表と

管理者の同調によって構成されるケースもある

し，Chicago学区のように親代表6人，教師代

表2人，住民代表2人と校長の11名から構成さ

れているケースもある。一方，Rochester学区

では教師が委員会構成の多数を占めているし，

Los　Angelsでは委員会の半数を占めているの

は教員組合を含めた教師で，　残り半数は校長，

サポートスタッフ，親とコミュニティー代表と

なっている（24）。また，委員会構成に親以外の

住民や生徒を入れているインディアナ州
Hammond学区のようなケースもある（25）。

　また，委員会のリーダー（議長・委員会）も

多様である。Chicagoでは親代表がリーダーで

あり，Rochesterでは校長がリーダーで，ミネ

ソタ州のWinonaでは，教師が議長となって
いる（26）。さらに委員の選出母体やその方法も

また多様である。たとえば，Chicagoの場合コ

ミュニティー（親と住民）と企業グループから

の陳情運動の結果として，その構成が法制化さ

れたとする（27）。この場合，外部のレイマンが

権力構造において大きな力をもっており，校長

留任には委員会構成のわずか6名のメンバー

（親の数にあたる）の投票があればよく，同じ

く校長登用の場合は7名の投票数があればよい

ことになっている（28）。さらにDade学区やLos

Angel学区のSBMでは，教員関係との集団交

渉を通してその計画化が進められてきたことも

あり，従って，教員が委員会構成の多数派を占

めており，全教師がSBM計画に参加するべく

教員の契約事項の開発にまで影響を及ぼしてき

たとされている（29）。

　さらに，委員会のメンバー選出の手続もケー

スによって多様である。しかし，その多くは，

選挙や立候補をベースにに選出されるケースと

校長任命のケースに大別されるようである。た

とえば，　ケンタッキー州のように親と教師は

それぞれの母集団から代表を選出している（30）。

また同一学区内に複数のSBM学校委員会を形

成しているユタ州のSalt　Lake学区のような場

合，選出の手続き過程がバラバラで学区内の調

整，統一がつけにくいケースなども報告されて

いる。

　さて，以上のようにSBMの委員会にみる新
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たなコミュニティー形成は，実際には多数なの

であるが，そこにおいて委員会構成上，問題が

ないわけではない。それは，たしかにより多く

の関係者による経営参加は同僚性や信頼などを

キーとした固有の共同文化を現実的には生み出

すわけである。しかし，そこにおいては上述の

構成員の利益者団体によるところの教育以外の

政治的文化が介入しやすいという難点がある。

そうした学校外の政治的文化が実際のSBMの

学校経営においてどのような積極的ないしは消

極的な学校文化を生み出しているものなのかに

関しては，実は見るべき実証的な研究報告が今

日までのところほとんどみられない。さらに，

委員会構成にも問題がないことはない。SBM

は上掲のような多様にして最大限の数のメン

バー構成を「参加によってこそ意欲，関心がわ

く」という考え方のもとにこれを導入すること

は，そのことだけを考慮すれば正しい。しかし

乍ら委員会のメンバー構成の多様化にはメン

バーの力量とその手続き過程において「何のた

めの参加か」というSBMの理念（目的）が捨

象される時，構成の多様化は質の多様化ではな

く，多量化となり意思決定でのプロセスは形骸

化する。しかし，この点での実証研究も今日の

アメリカのSBMの教育経営研究においてはほ

とんどない。以上の諸点は，参加コミュニティー

の形成が，協働文化というコンセプトをもちな

がら，その特色が明らかにされていくこととの

逆機能であり矛盾でさえもある。こうした点で

の問題の解明がSBMにおける学校文化形成の

際における参加的経営の戦略における大きな課

題といえよう。このことはSBMに関わらず，

一般の学校においても参加的経営を学校の内と

外の双方向に対して推進していく場合にも同様

の課題となり得よう。

　（4）「学校文化の経営」の意味と戦略の科学化

　以上，学校文化の変革を引き起こすための戦

略3つを（その内2つ（本説（2）（3））は，自律性

の高い学校二SBM校に固有の戦略）明らかに

してきた。ところでここで立ち止まって考えね

ばならないこと億，学校文化と経営のかかわり

方である。本説では，「学校文化の変革」を引

き起こすための「戦略」としたように「学校文

化を経営する」という文化を経営の目的一対象

関係として位置づけたわけである。つまり学校

文化は経営の操作対象なのである。ところが，

これに対してはたとえば文化の社会学的アプ

ローチ論からは学校文化を「見えないカリキュ

ラム」（latent／hidden　curriculum）とみなす

見解がある。しかし，これは当該校の価値や伝

統，引いては子ども達の学習態度など測定しに

くい行動までをも含めたカリキュラムを論じる

上では都合のよい理論なのではあるが，これで

は目に見えにくい経営現象を見える形で顕在化

させようと科学的に努力する経営の分野におい

ては難点となるのである。ただ，経営研究の課

題をむしろここから先にあることも捕まえてお

くことではある。

　それしても，文化と経営の関係では「ニワト

リが先かタマゴが先か」ということになりかね

ない。実はこれに似た対立の論点はすでにみら

れるのである。たとえばシャイン（Shein，　E）

は学校文化は組織のデザインであってこれが歴

史を動かしてきたわけで文化を直接，経営の対

象としていくのは不可能であるという論に立脚

している（31）。これはいわば「初めに文化あり

き」観である。なるほど組織の伝統，価値，理

念，信条などは規範としてどの学校組織におい

てもいわゆるしみ着いたもの（目にみえにくい）

となって存続してきており，すべての新参者は

この所与の文化の中にまずは入って適応（社会

化）していくことを余儀なくされる。

　しかし，これに対して一方においては学校文

化は新たな組織と運営（新しいコミュニティー）

形成含めての）を科学化し，あるいは改革する

ことによって，結果として文化を変えていくこ

とになるという論がある。これは組織システム

を新たにすることは，古い仮説（文化）を問題

にする必要性を打ち出すことによって必然的に

文化を変革させることになるという論でもある働。

　この二つの対立する見解をどう考察したらよ

いかという問いがある。結論的には，実際の効

果的な学校経営過程においては，またすぐれた

8
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校長のリーダーシップのもとでは，双方は相補

的な関係におかれている。すなわちわが校の学

校文化に即しながら，またその文化を積極的，

健康的な協働文化を志向することを踏まえて学

校経営自体を科学化および改善していくことに

他ならない。SBMでいえば，ここでも協働文

化が核となるが，組織における関係者（参加者）

の現実に踏み込んで，改革：に必要な価値，伝統，

理念など望ましい規範としての文化の形成に関

わること一そこに学校文化を経営していくこ

との意義がある。

　では，そのための経営戦略と戦術の固有の科

学化をはかる視座をSBMではどうはかろうと

しているのか。実はこの点に関してもこれまで

の研究報告からは戦略と技術の特定化を見るに

は至っていない。そこで，ハーマン（Herman，

J．J．）らは，そうした状況を踏まえた上でSB

Mにも他の方式による学校改善の科学的な戦略

と共通する技術論を提示している。単純化して

いえば，それは今日では日本の学校経営のもは

や常識ともなっているP（計画）一D（実施）

一S（評価）の経営サイクル論をもって学校文

化の戦略の技術化をはかろうとする思惟であ

る。彼はそれを戦略計画（strategic　planning）

一実施（implementation）一評価（eva豆uation）

という戦略計画のプロセスとして表明している

（33）。こうしたいわば計画科学の技術論をSBM

における学校文化の改革にあてがう理由とし

て，彼はSBMは単なるイベントでもなければ

他の改革戦略と異なった方法論を要請するもの

でもないとしている。これは学校文化を見えな

いカリキュラム論の中にとり込んでその科学化

をはばむ志向とは異なり，経営科学の操作の対

象として捉える思惟に他ならない。

　しかし，P－D－Sにはさらに以下のような

特色がある。その一は戦略計画の策定は上述の

ように学区からの一定の権限委譲を受けた特定

の学校委員会が学区の施策（policy）と矛盾し

ないことを前提条件にして，まず，自らの学校

において「何をなすべきか」（what　should　be）

「何をなし得るか」という視点からの長期及び

短期（1年未満）の“ビジョン”（vision価値，

信念）の明確化のコンセンサスをはかることか

らはじめるべきとしている点である（34）。また，

ビジョンの明確化には現状とのギャップ（特に

本論第一節の教育環境要因への配慮），及び上

述（本説（1））の組織文化・風土の診断などか

らのデータ収録が作業として必須で，これらの

データをもとにして戦略計画（strategic

planning）を練ることになる。こうして練られ

た戦略計画をもとに，　次いでSBMの実践一

評価が続くことになるが，こうしたP－D－S

モデルをSBMに導入することに関わっては，

先のハーマンだけではなく，マッキンジー
（Mckengie，　J．　A．）などにもみられ（35），　S　B

Mの実践が学校文化の形成（計画一実施一評価）

に対しても例外なく該当することを示唆したも

のとなっている。　　　　　　’

3節校長のリーダーシップスタイルと

　　　学校文化の形成

　さて，学校文化を形成していく上でアメリカ

では特に校長が指導者としての大きな役割を果

たしていることはすでに多くの調査研究からも

かなりの程度において実証されてきている（36）。

しかしでは，校長のどのようなリーダーシップ

の様式（スタイル）が，どのような型の学校改

善に対応してきているのか，とりわけても学校

改善の戦略のひとつでもある「自律性の高い学

校（SBM）」においては，どのようなスタイ

ルが対応しているのか。本節では校長のリー

ダーシップのスタイルの視座から学校文化の形

成の特色をアメリカにおける諸般の調査研究の

成果において明らかにする。

　　（1）リーダーシップスタイルと学校改善

　　　　との関連性

　まず，校長の学校改善（SBM戦略含め）に

対する肯献（効果）にはかなりの多様性がみら

れるが，このことを明確に説明するものとして，

それは校長が改善のために活用している戦略自

体が異なっているということがあげられる。こ

の点を実証する調査研究はこれまでにもかなり

みられる（37）。そしてこうした先行研究を整理
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してライツウッズ，K（Leithwood，K　and

Jantizi，D）らは，1990年に校長の学校改善に対

するリーダーシップのスタイルに以下のような

4つのパターンがあることを見いだしたのであ

った（38）。そこで，本節でははじめにこのリー

ダーシップスタイルの紹介と共に，ここからS

BMにおける校長の文化的リーダーシップの特

色をつかむことにする。

　①リーダーシップスタイルA

　このスタイルは人間関係（interpersonal

relationships）に焦点をあてたスタイルに特色

がある。即ち学校における協働的（collaborative）

な真の“風土（climate）”や多様なコミュニテ

ィーや学区中央オフィスとの協働関係
（collaborative　relationships）を形成すること

によって改善をはかるスタイルである。このス

タイルをとる校長はこうした協働関係が学校全

体の成功にとって重要で，しかもこれを学校で

より多くの仕事を遂行して行く上に必要な出発

点（springboard）と考えるタイプである。

　②リーダーシップスタイルB

　このスタイルは生徒の学習成果（アチーブメ

ント）とその成長にリーダージップ行動の焦点

をおくタイプ。このスタイルの校長にとっては，

生徒のアチーブメントと成長自体をリーダー行

動の目標として位置づけながら，そのために多

様な手段をとるのが一般的である。そして，こ

うした手段のなかに他のリーダーシップスタイ

ルの中心（焦点）でもある，たとえば人間関係

行動やマネージメント行動なども含めており，

これらの方法を合わせて活用するタイプであ

る。

　③リーダーシップスタイルC

　50近いケースを通してライツウッズらは上の

A・Bのスタイルと比べてこのスタイルCをカ

リキュラム（プmグラム）に焦点をあてたリー

ダー行動タイプだとした。しかし，ライツウッ

ズらも指摘するようにこのスタイルはA・Bの

ように必ずしも一一一　es性をもったスタイルとはい

えないとしながらも，このスタイルをとる校長

は効果的なカリキュラムを確保するために，教

職員の力量を改善することをはじめとした仕事

の手続き過程（procedures）を開発することに

焦点をあてるのが共通の関心事となっている。

職務遂行にあたっては，上のスタイルAの校長

と比べて，このスタイルCは協働関係を改善の

目的とするのではなく，むしろ改善のための手

段（ameans）と考え，又スタイルBの校長と

比べて生徒のアチーブメント達成よりも，むし

ろそのために明確な効果的手続き過程を導入し

実施することに焦点をおくタイプだとする。

　④リーダーシップスタイルD

　このスタイルは日常の学校の組織，運営の基

礎でもある経営行動（administration）自体の

技術開発に専ら自らのリーダー行動の規範をお

くタイプである。予算，日課，人事管理，他者

からの情報要請といったようなことにリーダー

シップを発揮するタイプである。このスタイル

Dの校長は教授法やカリキュラムにおける意思

決定といったようなことには仕事上あまり時間

をかけない。むしろ危機とか学校内・外の各種

の要請のみに対応する傾向がある。

　以上が4つのリーダーシップスタイルである

が，これまでの彼らの先行研究の結果を見る限

りでは，このうちBとCスタイルが学校改善に

むけての効果が大きいようにみえるとされてい

る。特にスタイルBはその中でも最大であるこ

とを示すデータは後述のような問題を引き起こ

すことになるが，これまで若干ではあるがみら

れる（40＞。いずれにしてもBやCを改善に向け

てより肯剛性（contribution）が高いスタイル

とした場合，これら4つのスタイルは改善に向

けての以下のような階層を理論的には形成して

いるようにも考えられる。

　それは学校改善を「各学校が子どもの行動変

容をめざした教育実践の質をよりょくはかるた

めに，学内外の諸条件を開かれた協働によって

組織化していく活動である（41）」と定義づけし

た場合，この定義の内容を上の4つのリーダー

シップスタイルの視点から対応させて，改善の

リーダー行動を説明することができるように考

えられる。まず，スタイルBやC（特にB）の

校長の実践行動が改善に向けてより肯献性が高

いということは，定義の中の改善の「ねらい」
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でもある「子どもの行動変容を目ざした教育実

践の質」の向上ということで，ねらいとする子

どものアチーブメントや成長により近いところ

に焦点をあてたリーダー行動であることに他な

らない。従ってリーダーシップスタイルの階層

化という点では（Bを頂点とする）改善のねら

いにより近いところに位置する（これらの関係

を図示すると図（1）のようになる）このような

Bはまた教育目標の具現化という課題をになった

　教育目標の

　具現化

カリキュラム開発

（学校改善）

，

B
（成長）

C （カリキュラム）

組織風土 A （人間関係）

管理技術 D （マネジメント）

図（1）校長のリーダーシップスタイルの階層化と学校改善

リーダー行動といえる。そして，このBの子ど

もの成長（行動変容）の内容はカリキュラム開

発という形で次の校長のリーダー行動であるス

タイルCと連動し，このBとCを支えるのが協

働の人間関係としての組織風土形成であり，そ

れを土台として支えているのがリーダーシップ

スタイルDのマネジメントとしての管理技術で

ある。こうした階層は学校改善の目的でもある

子どもの行動変容（アチーブメントと成長）に

もつとも近いところのリーダー行動から，かな

り間接的な教育活動としてのスタイルDのマネ

ジメントをベースにしたリーダー行動にまで層

を形成しているものと説明することができよ

う。こうした説明は筆者の他にもハル，G（H

a11，G）らにもみえる（42）。ただし，こうした4

つのスタイルはいわば類型モデルのひとつであ

って，実際には1つないしは複数のスタイルの

くみ合わせで学校改善は遂行されるといったほ

うがより妥当であろう。また，経営の問題解決

プロセスに関わらせて学校改善の予測性をたて

ることから校長のリーダーシップスタイルを分

析したライツウッズらは先行研究からえた結果

としてカリキュラム管理に焦点を合わせたりー

ダーシップスタイルCをとる校長をエキスパー

ト（expert）な校長とし，一方，協働的人間関

係に焦点をおいたスタイルAの校長を一般的に

よくみられるティピカル（典型的）な校長であ

るともみていたのである。

　ところで，上の4つのリーダーシップスタイ

ルのうち，改善の実践というレベルからは，特

にリーダーシップスタイルBに難問がみられる

ことがこの種の実証研究が増えてくるのにとも

なって最近わかりはじめてきた。それというの

もスタイルBは，子どものアチーブメントや成

長に焦点をあてたリーダー行動であるから，こ

れらは理論的には手段ではなくまさしくさきの

学校改善の定義に明らかにしておいたように

「子どもの行動変容」に直i接的に関わった目標

概念なのである。従って，これを戦略（手段）

としてのリーダー行動やスタイルに位置づける

こと自体無理があるというものである。アチー

ブメントや成長は「目的」一「結果」の対概念

であってこれをスタイルA，C，　Dと並列させ

るのは目的と手段との置換となる。

　また，スタイルBをリーダーの実践行動とし

て位置づけることには他の見地からも批判があ

る。たとえば，生徒のアチーブメントを改善の

努力をするにしても（手段化するにしても）そ

れによρて学校改善がトータルに期待されるの

には少なくとも3～5年の長期間がかかるわけ

で，それを考慮にいれていない改善効果の調査

研究にはバイアスがかかるという見解である（43）。

また一般的にも校長による実践効果といって

も，校長のリーダニ行動は生徒にとってはかな

り間接的な効果をもたらせたものに他ならない

とも言われている（44）。この点，たとえば，従

来の調査研究のなかには，校長の実践によって

生徒の学校に対する態度や基本的な読み書きな

どのアチーブメント能力の向上，さらに校内暴

力の減少や出席率の向上など子どもの成長に直

接，関わった効果を発揮したとされるケースも

あった。しかし，こうした校長による子どもの

変容を直接対象とした学校改善はよくよく調べ
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てみると改善の効果の選択方法やまた何をもっ

て従属変数とするかなどあいまいであるばかり

ではなく，直接的というよりもむしろ教師や親，

行政など媒介にしたところの間接的なリーダー

シップ行動の結果であるとする見解もまた多い。

　要するに校長実践の場合，生徒のアチーブメ

ントや成長を焦点にしたリーダー行動といえど

も，そこに介在している媒介要因（valiables）

の解明こそが理論的にも重要ということにな

る。もっともこうした媒介要因による校長実践

と子どもの行動変容とのつながりをモデル化で

きるものかどうか実はどうもはっきりしていな

いのが，アメリカでも一般的なことであった（45）。

　これに対して，こうした媒介要因を仮説的に

設定して，先のライツウッズらの4つのリー

ダrシップスタイルと改善の結果とを1993年度

に検証することを試みた研究が再び同研究者ら

によって行われたわけである（46）。以下には，

その研究の手続きと結論とを述べる。

　（2）SBM校における校長のリーダーーシップ

　　　スタイルの特性

　まず，ライツウッズらの設定した上記の媒介

要因とは①学校文化（school　culture）②教師

研修（teacher　development）③教師による校

長の支援に対する評価（teachers’ratings　of

helpfulness）の三つである。これら三要因を設

定した理由に関してはうイツウッズらはそれぞ

れの要因が先行研究からは学校改善の効果と特

に結びついたものであることをあげている。た

とえば①の学校文化に関しては，その要因が改

善の効果と結びついているリットル，J（Little，

J）の研究成果をあげている（47）。②の教師研

修に関しても，教師の力量形成を媒介要因とす

ることによって，学校改善が実ったというケー

スをAFT（全米教員組合）のシャンカー委員

長の論稿などをとり上げて説明してくれている

（48）。さて，このような媒介要因を校長のリー

ダーシップスタイルと関わらせた場合では，そ

こにどのような傾向がみられるのか。この点を

解明するためにライツウッズらはまず3つの学

区から各4校計12校（校長及び教員）を調査対

象校として抽出した（母集団抽出は学区，学校

の各規模別，都市農村別，校長の性別，経験別）。

このうち8校がSBM校である。データの収集

はアンケート調査と2回に及ぶインタビュー調

査（対校長：45分，対等教員90分）をもって行わ

れた。なおアンケート調査（略）の内容は，校

長及び教員に対して87項目の学校改善過程への

回答と13の校長のリーダーシップ戦略に関する

項目，更に，38項目の学校改善に影響を及ぼす

媒介要因（先の3項目を更に小項目化したもの）

をもって行われ，インタビューではアンケート

調査の結果を前提にしたそれら結果の追認と共

に，リーダーシップスタイル（先のAからDま

でのスタイル）と改善効果との関連性について

更にインタビュー結果によりスタイルの再確認

のための回答を得ることにあった。

　はじめに結論を示すと，学校改善に対して校

長がとった実践，すなわちリーダーシップスタ

イルには先行研究同様，やはり，校長によって

それぞれにかなり異なったちがいがみられ，そ

のちがいは同一の校長がAからDまでの多様な

リー一一ダーシップスタイルを問題解決の実践に合

わせてとるということがわかったとされる。そ

れは特に先きのリーダーシップスタイルB（子

どものアチーブメントや成長に焦点を合わせた

ところのリーダーシップ）以外のスタイルにお

いては明確であった。そしてスタイルBはこの

調査研究では，実際には先行研究のスタイルC

の内容を拡大することによってその内に位置づ

け直されることがわかったともされている。カ

リキュラム開発に焦点をあてたこのスタイルC

は校長がカリキュラムの編成一実施一評価のサ

イクルにおいて対教師に指導性を発揮する場合

（間接的インストラクショナルリーダーシップ

Indirect　Instructional　Leadership，以下IIL）

と，実践過程で子どもに直接インフォーマルな

場所で指導をする場合（直接的インストラクシ

ョナルリーダーシップ　Direct　Instructional

Leadership，　D　I　L）の双方を内包するという

知見であった。

　このような概念整理によって再び収録データ

を分析していったところ，各スタイル毎の学校
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改善に対するとりくみがおよそ次のような点で

異なっていることが明らかにされたといわれ

る。すなわち，リーダーシップスタイルA（協

働の人間関係に焦点を合わせたスタイル）と

リーダーシップスタイルD（マネジメントに焦

点を合わせたスタイル）とは4つのスタイルの

なかでもっとも密接に関連し合っていたという

点である。12人の校長のうちの2人がD型であ

ったが，2人とも学区の経営コンサルタントを

自らの学校経営に位置づけていたとされる。学

区によってこうしたコンサルタントの配置の決

定は，校長にリーダーシップを要請することを

それだけ少なくするものと見られがちである

が，同じ学区でも他の校長2人はD型のような

コンサルタントを使っていないことはコンサル

タントを使う以外にも有効なリーダーシップの

機能があるということを示唆しているわけで興

味深い。

　次に，A，　C，　Dのスタイルのうち，もっと

も学校改善を支援したのは，結局，先きの研究

結果のようなBではなく，Aスタイルの協働的

人間関係のタイプであったとされる。すなわち，

このスタイルをもった校長たちは教師との相互

干渉によって改善過程に積極的に加わる傾向が

あるものとされた。

　次に，IILと名称づけられた校長は5人い

て，その内の1人は経営コンサルタントを配置

している学区の校長であった。このII：しのス

タイルの校長はカリキュラムの実施レベルでの

教師の努力をもっとも支援するタイプであり，

さらに学校の条件整備にもかなり関心をもって

いて，たとえば教員のグループのミーティング

の開催や教員の意思決定への参加などにより関

心を示していたとされる。そればかりでなく，

このIILのスタイルの校長は積極的な学校風

土を開発し，たとえば教師の協働の機会を確保

するなどスタイルAのパターンをも並記してい

ることが明らかにされた。さらに，IILスタ

イルはカリキュラム実施の進行をも評価し，そ

れがたえず質的にもすぐれているよう確保する

配慮にも怠ることがなかったとされる。しかし，

IILスタイルの校長は教師が行う直接的な指

導である授業実践の野州をしたりするようなこ

とには関心がうすいものとされた。一方，DI

Lスタイルの校長は3人いるが，カリキュラム

実施にかかわって授業実践に直接関わることに

関心をもち，新しい実践を授業で教師に示範し

てみせたりするリーダーシップ行動をとるタイ

プである。そしてこのタイプの校長は子どもた

ちを既製のカリキュラムに合わせるやり方で教

えることに対して否定的である。

　一方，スタイルDの2人の校長はカリキュラ

ムをして教師が教育実践を自由に行うための指

導内容と解釈している。そして双方とも教師の

意思を重要視し，特に組織，運営は教師が教育

実践をスムースに行うことにあるものとみてい

る。以上，ここでは校長のリーダーシップのス

タイル別にみたリーダー活動の特性を類型化し

て紹介したが，ではこうしたリーダーシップス

タイルは旧きの媒介要因とどのように関わって

いるのか。以下には，調査対象校12の学校のう

ちSBMの形態をとっている8校がより協働的

な学校文化を促進することによって学校改善の

成果をあげようとしている点に鑑みてそうした

校長のリーダーシップスタイルが学校文化の形

態や内容との関連があるのか否かの問題をとり

上げてみたい。

　端的に言って上の答えは調査からはリーダー

シップスタイルと学校文化との間にはSBM校

においてもアンケート調査からは有意義な結果

がみられなかったということである。しかし，

インタビュー調査から中程度（moderate）の相

関があったとされている。この傾向は教員研修

や校長の支援に対する教師の評価が高い学校づ

くりを媒介要因としている他の学校でも同じよ

うな傾向があったとされる。

　そこで，では，上のようにリーダーシップス

タイルと学校文化との間には中程度の相関がみ

られたとするライツウッズらがインタビューに

あたって使った協働の学校文化とはどのような

内容の文化をイメージしていたものであったの

か。それは結局，上述のリットル，J（Little，

J．）の先行研究にみる4つの協働の指標を使

ったものであった。その4つの指標とは，①教
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師は教育実践に関して，しばしば，また継続的

に，しかも具体的かつ正確に語りあっているか

（教師の話しかけ　teacher　talk）②教師は教材

を協同で計画し，組み立て，調整し評価しあっ

ているのか（協働計画　joint　planning）③教

師は自らの実践をしばしば観察してもらいかつ

有益な批判をしてもらっているのか（教師によ

る観察　teacher　observation）④教師は教育実

践にもとづいてお互いに教えあっているか
（teacherteaching）であったとされる（49）。

　インタビュー調査はこのようないわばどの学

校における教員でもその大方が①の教師の話し

かけや②の協働計画といった意味（表現）にお

ける“協働”（collaboration）の実態があるかな

いかを回答するようなものとなっている。そし

てこの調査では③の教師による実践の観察とい

う事実はスタイルAの校長及びスタイルDの校

長の，いる教員と，5人のIILの校長のうち

の2校長及び3人物DILの校長のうちの2校
長のいる学校の教員とが積極的に応答している

ものとされた。しかし，スタイルA，スタイル

Dの校長のいる学校には④の教師の教え合いと

いう実態は回答からはみられなかったとされて

いる。一方，5人の校長のいるIILの学校の

うちの2校及び3人のDILの校長のいる学校

のうちの2校には④の教え合いの実態がみられ

たとする。

　結局，スタイルDのパターンをとる校長（2

人）の場合，意思決定における教師の協働を促

進するようなものは何もなかったようにみえる

ということが明らかにされた。（他のスタイル

には教師の’協働がある。）

　かくして，上のように統計ではなくインタビ

ューの調査では全体として校長のリーダーシッ

プ実践と学校文化の型との間には中程度の関連

があるということになったわけである。ところ

で，教師の話しかけや教師による協働計画は校

長のリーダーシップ行為とは無関係ではないに

せよ，その発揮が一般にはむずかしい領域であ

る。特に教師による実践の観察，教師間の教え

合いなどはさらにそうした機会を開発するのが

校長にとっては困難な局面である。もっともだ

からこそこうした領域におけるスタイルCの校

長によるリーダーシップ開発（IIL，DIL）

が期待されるということにはなる㈹）。

　しかしながら，このライツウッズらによる先

行研究を踏まえての調査研究にもかかわらず，

SBM校でさえ学校文化と校長のリーダーシッ

プスタイルとの間にはケーススタディ上，申程

度の相関しかみられないというのはどうしたわ

けなのか。権限委譲と経営参加によって協働文

化をベースにしたところの自律性の高い学校で

あるはずのSBM校の校長のリーダーシップと

学校文化との間のこの緩慢な関係をどう説明し

たらよいのか。この点に関してはうイツウッズ

らの研究報告には何のコメントもみられない。

　筆者が考えるに，それはうイツウッズらが実

証のために使用した学校文化の内容としてのリ

ットル，Jらの4つの’協働指標に原因があるよ

うに思われる。これらの指標はいずれも教員文

化の項目（上述の①一④）なのであって，学校

文化が内包している他の文化の側面一特に組

織文化を調査（インタビュー）の内容としてく

み込んでいなかったことによるものと考えられ

る。校長のリーダー行為にカリキュラム開発を

ベースにした教授・学習型のリーーダーシップ

（instructional　leadership）を重視することはよ

いとしても，それらを規定する組織文化・風土

の指標をリーダーシップスタイルのなかに組み

込んだインタビュー調査がなされておれば，上

述の関係はより強い相関がでてきたものと思惟

される。こうした点で学校文化の概念内包の理

論的研究はこれが進んでいると考えられるアメ

リカでもなお，実証研究とかかわった場合，方

法論的に堀り下げるべき課題であろう。

日本への示唆

　さて，「自律性の高い学校経営」（SBM）の

条件（戦略）としてアメリカの実践では，少な

くとも行政からの各学校に対する一定の権限委

譲（deregualtion／empowerment）と関係者

（stakeholders）による学校経営の参加システム

の確立が必要条件とされている。この点，行政

からの権限委譲という制度的な要請も視野にあ
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るが，むしろ日本では「自律性の高い」学校の

イメージとしてはどちらかといえば，学校とし

ての主体的，かつ専門的な教育意思の形成の方

がクローズアップされてくる。これは，マクロ

に見た場合，日本の学校経営が戦前・戦後を通

して行政と学校との関係が上下に位置づき，行

政からはトップダウンの，学校もまた行政依存

の体質をもち，加えて学校組織と言っても日本

の場合，構成員の組織内部に対する凝集性が求

心力として強いということもあって，「自律性

を高く」求める方向といっても，それは学校自

らによる自己改善の努力に期待するということ

の方が強く機能するものと思料される。この点

でアメリカのSBMから学ぶべき示唆（lesson）

の一つは，行政による一層の規制緩和を通して，

各学校が個性ある学校経営を展開していくため

の裁量の範囲（責任の委譲も含め）をより拡大

することである。

　そのためには法制上，校長に，より裁量権を

認めるべく地教行法第23条における教育委員会

の職務権限（内容含め）と，学校教育二二28条

の校長の校務掌理権の内容の再吟味を前提にし

た教育委員会規則（学校管理規則）の内容の見

直しが必須である。また自律性の高い学校の必

要条件である今一方における経営参加の活性化

もアメリカでは単位学校内部の構成員以外のよ

り多くの関係者を学校委員会のメンバーとして

加え，意思決定の様式さえをも制度化している。

しかしわが国の場合，学校経営参加論は実際に

は行政や住民，企業までをも対象化した組織論

にまで展開しにくい閉塞的集団主義の風土にあ

る。この点で開かれた経営参加のあり方が期待

されるが，その際，本論でも述べたように，ア

メリカのSBMの戦略として根づいている改善

のための学校の診断・評価の基準開発と手続き

過程に学校内部の関係者のみでなく，外部の関

係者をいかに支援者（サポーター）として学校

経営において位置づけるかに考慮する必要がある。

　また，わが国で自律性の高い学校を創ってい

く場合，アメリカでのSBM実践の障害点や問

題点からもまた学ぶ必要がある。アメリカにお

いても，まず学校参加の組織構成や手続き過程

に政治的なインパクトが加えられてくるという

事実には日本でも配慮する必要がある。この点

の防衛措置をあらかじめ見定めた上で，いじめ

や不登校，校内暴力等に揺れているなかでの参

加組織論を構築していく必要がある。さらに今

ひとつアメリカのSBMにおいても権限委譲や

参加の手続き過程自体がいつのまにか学校改善

のための手段ではなく，それ自体が目的となり，

SBMが形骸化してきている傾向のあることに

も留意する必要がある。

　次に自律性の高い学校における学校改善には

学校文化の形成とそれを主導する校長のリー

ダーシップの実践的研究の本格化がわが国でも

期待される。わが国でも学校文化に関してはこ

れまでも社会学的研究や経営学的研究でも教員

文化や組織文化・風土に焦点をあてて行われて

はきた。しかしながら，日本では集団によるボ

トムアップ型の経営方式が永らく根づいてきた

こともあり，集団や組織を動かすべくリーダー

行動から学校文化に配慮した研究は皆無でもあ

ったといえる。この点で，積極的にして協働的

な学校文化の開発をベースにした校長の新しい

リーダー論が今日のような教育状況（いじめ，

不登校）の中では特に必須である。この点で本

論におけるアメリカの校長の文化的リーダーシ

ップの戦略に学ぶ必要がある。ただ，この場合，

文化的リーダーシップの内容を実践的にどう捉

えて研究の対象としたらよいのか一そのため

には学校文化を動かす諸要因との関連において

リーダーシップ論を展開していく必要がある。

　いずれにせよ，日本の学校文化はアメリカの

ような多文化の国とは異なって，同質性が強い

単一（モノ）文化における多様性として存在し

ている。単一文化における多様性をベースにし

たわが国固有の文化を創造していくことこそ

リーダーとしての校長の新しい役割である。本

論ではこの点（日本の学校文化を支える校長の

リーダーシップ）を十分吟味することはできな

かった。この点は別途，文部省科学研究補助金

一般研究（C）（「校長の文化的リーダーシップ

の構成要因に関する調査」代表中留武昭）のも

とで研究を進めている（本特集に調査研究の一

15



中　留　武　昭

部をとり上げた）。
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